
　貸    借    対    照    表　

平成２５年　３月３１日　現在

   （ 単 位 ： 円 ）

資            産            の            部 負           債           の           部

実績 計画 実績 計画

  流    動    資    産 804,182,491 486,821,000   流    動    負    債 123,874,803 51,354,000

現 金 10,799 30,000 短 期 借 入 金 0 0

預 金 593,892,804 317,169,000 未 払 金 22,309,008 5,855,000

未 収 金 0 0 未 払 法 人 税 等 7,325,500 1,571,000

貯 蔵 品 11,478,198 10,757,000 未 払 費 用 78,733,717 40,471,000

立 替 金 72,271 500,000 預 り 金 1,427,233 1,425,000

仮 払 金 1,263,824 0 仮 受 金 330,717 260,000

仮 払 消 費 税 0 0 仮 受 消 費 税 0 0

従 業 員 貸 付 金 22,562,000 16,540,000 前 受 収 益 13,748,628 1,772,000

未 収 収 益 139,302,770 115,533,000

前 払 費 用 35,599,825 26,292,000   固    定    負    債 683,589,993 584,859,000

貸 倒 引 当 金 △ 0 △ 0 長 期 借 入 金 0 0

退 職 給 付 引 当 金 323,628,727 323,000,000

  固    定    資    産 1,068,501,722 1,143,559,000 役員退職慰労引当金 1,359,240 935,000

（有 形 固 定 資 産） 再 構 築 引 当 金 358,602,026 260,924,000

建 物 396,976,110 396,976,000

建 物 付 属 設 備 539,233,345 539,588,000 負     債     合     計 807,464,796 636,213,000

構 築 物 10,433,518 10,433,000

車 両 運 搬 具 4,821,732 4,992,000

器 具 備 品 273,778,389 294,608,000 実績 計画

建 設 仮 勘 定 0 0 　株　主　資　本 1,065,219,417 994,167,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 945,373,721 △ 974,376,000 資本金 450,000,000 450,000,000

（無 形 固 定 資 産）

ソ フ ト ウ ェ ア 756,904,144 765,468,000 　 利益剰余金 615,219,417 544,167,000

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 21,918,800 96,060,000 （その他利益剰余金）

電気通信施設利用権 0 0 　任　意　 積　立  金 537,000,000 537,000,000

電 信 電 話 加 入 権 7,679,405 7,680,000 　繰 越 利 益 剰 余 金 78,219,417 7,167,000

（投資その他の資産）

外 部 出 資 金 930,000 930,000

差 入 保 証 金 1,200,000 1,200,000

  繰    延    資    産 0 0

繰 延 資 産 0 0

純　資　産  合   計 1,065,219,417 994,167,000

資      産      合      計 1,872,684,213 1,630,380,000 負 債・純 資 産 合 計 1,872,684,213 1,630,380,000

純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部



個 別 注 記 表 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．棚卸資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産（貯蔵品）の期末評価は、「最終仕入原価法による原価法に基づく低価法」

を採用。 

（評価方法の変更） 

企業会計「棚卸資産の評価に関する会計基準」により平成２０年４月１日以降開始

の事業年度から原価法が廃止されたため「最終仕入原価法」から「最終仕入原価法に

よる原価法に基づく低価法」に変更。 

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

① 平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産については、旧定額法を採用。 

② 平成１９年 4月１日以降に取得した固定資産については、定額法を採用。 

(2) 無形固定資産 

① 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用。 

② 顧客利用のソフトウェアについては、開発期間中は当社「ソフトウェア仮勘定」

として無形固定資産へ計上し、完成顧客引渡後ソフトウェア仮勘定から除外。 

３.引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職に備え、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上。 

(2) 役員退職慰労引当金 

役員の退職に備え、当期末における退職慰労債務の見込み額に基づき計上。 

４.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

(1) リース取引の会計処理方法 

ファイナンス・リース（リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外）取引については、賃貸借取引。 

なお、未経過リース料総額は、252,925 千円（オペレーティングリースは含まない）。       

(2) 消費税等の会計処理方法 

税抜。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

有形固定資産の減価償却累計額                      945,374 千円 

 


